
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

2.8

0.1

0.0

本事業を推進するための職員旅費（外国調査）について、世界情勢の影
響による燃油代の高騰を受け、増額した。

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

目的を達成するために、本事業は①基礎的な情報の収集、②専門的な情報の収集、③実態把握/課題発見の3つの柱から成る。①では、米英仏独中韓の主要6か国について、イ
ンターネットや文献等を通じて継続的に調査を実施する。②では、主要6か国以外の地域や省内外でのニーズが高い調査テーマについて、外国調査アドバイザーとして委嘱した外
部有識者等の指導・助言を得て、情報収集を行う。③では、インターネットや文献調査のみでは対応しきれない点について現地訪問により実態を把握、課題を明らかにする。これら
をとおして得られたデータにより基礎資料の整備を図る。

実施方法 直接実施

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 1.6 1.3 2.1

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

4.9 4.9 4.4 4.3 5.1

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 4.9 4.9 4.4 4.3 5.1

- - -

-

平成13年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 文科 22 0002

文部科学省

政策 1　新しい時代に向けた教育政策の推進

事業の目的
（5行程度以内）

教育のデジタル化やコロナ対応など国際的な動向を的確に把握し、先進的な事例・取組を踏まえつつ、政策立案を行うことが不可欠である。そのために、諸外国の教育事情につい
て、主要国を中心に最新の情報を恒常的に収集する（H13～継続）。また、現在焦眉となっている検討課題に関する集中的な調査を、特定の国・地域を事例に実施することで、我が
国の教育を考えるうえでエビデンスとなる比較検討資料を整備する。具体的には、我が国の教育施策に資する諸外国の教育制度・事情に関する実地調査等を実施し、国民や研究
者等が活用しやすい基礎資料の整備を図る。

調査企画課
調査企画課長
枝　慶

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

-

事業名 外国教育事情等調査 担当部局庁 総合教育政策局 作成責任者

事業開始年度

施策 1-1　教育分野に関する客観的根拠に基づく政策立案の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 教育振興助成費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20221215-mxt_kanseisk01-000026547-01.pdf

(目)

事業概要URL
諸外国の教育統計　https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/data/syogaikoku/index.htm
諸外国の教育動向　https://www.mext.go.jp/b_menu/shuppan/gaikoku/index.htm

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 4.3

3.3

48%

0.1

執行率（％）
=(G)/(F)

33% 27% 48%

教育政策推進費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
33%

主な増減理由（・要望額・予備費）

27%

令和6年度要求

(目)

(目)

1.3

　

　

　

(目)

0.1 0.1

0

1.5

職員旅費

庁費

諸謝金

委員等旅費

その他

5.1

正確な情報を基に基礎資料を作成するためには現地調査が欠かせないが、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行により、令和元年から令和3年まで現地調査が実施できな
かった。現地調査の実施に当たっては、当該国の感染拡大状況の影響を受けるとともに調査訪問の受入れ機関からの許可が必要なため、引き続き諸外国の状況を注視し、実施
する予定である。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

事業で公表しているデータは二次利用申請を必要としておらず、幅広く利用できる。資料の性格上、各種政策資料や研究論文などへの引用が想定されるが、それ
を長期アウトカムとして把握することは困難であるため、アクセス件数のみを設定した。

22 2

成果実績

2

調査結果を公表し、統計表を公開することで、調査結果利用者が増加する。

-

88.1％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

3

91.4

5 年度

得られた調査結果が広く国民に活用さ
れる。

諸外国に関わる公表資料へ
のアクセス件数

達成度

単位 令和2年度

102.2

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

調査結果の公表
諸外国の教育政策・教育事情
に関する調査結果の公表件
数

活動実績 件 2

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

- -

2

活動目標 活動指標

2

諸外国の教育制度・事情に関する情報を収集・分析し、国際的に比較可能な資料を整備し、国の教育諸施策を検討・立案していく上で必要なエビデンス（客観的根
拠）を提供する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

【成果実績】文部科学省ウェブサイトで公表している資料（「諸外国の教育統計」）へのアクセス件数。
【目標値】過去5年度分の実績値から最大最小値を除いた平均。
諸外国の教育統計　https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/data/syogaikoku/index.htm

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

8,364

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

件 8,028 7,746 7,467

目標値 件 7,855 8,476 8,476



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

-
点検結果

・新型コロナウイルス感染症の世界的流行により海外現地調査などが実施できていない。
・R3,R4年度の実績値は、目標値に達していないが、本統計は諸外国の統計データを基に
算出するため、新型コロナウイルス感染症の影響により諸外国の統計データの公表の時期
が遅れるなどしたことで、資料の公開時期が遅れて結果的にアクセス数が減少したことや、
国際教育交流の減少等から外国に関する統計データのニーズが例年より相対的に低かっ
たということが考えられる。

-

-

本事業は令和元年度～令和３年度に現地調査が実施できなかったため執行率が低い状況にある。引き続き諸外国の状況を注視しながら適切に事業を遂行していくべきである。な
お、アウトカムが複数段階設定できないとしているものについて、事業効果を適切に測るために複数設定できないか、昨年度の有識者の指摘も踏まえ引き続き検討されたい。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

0002

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0002

-

-

令和2年度 文部科学省 0002

0002

令和4年度 2022 文科 21

・令和5年度は海外実地調査を実施予定であり、予算の執行も含め、改善見込みである。
・統計情報公開の時期に関わらず、幅広に広報することで、利用者を増やす。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 0002

平成29年度 0002

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 0039

平成25年度 0002

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

新型コロナウイルス感染拡大に伴う出入国の管理状況を踏まえながら、引き続き計画的な予算執行を行う。また、事業の成果をより的確に把握するため、今後の
事業の進捗に応じて、複数段階のアウトカム設定について引き続き検討してまいりたい。

事業内容の一部改善

年度内に改善を検討

0002

平成30年度 0002

平成23年度 0041

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 0002

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



※令和4年度実績を記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

　

支出先上位１０者リスト

A.

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社明石書店 2010001132277
諸外国の教育動向 2021年度
版　印刷

0.5
随意契約
（少額）

- - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ
いて補足する）
（単位：百万円）

文部科学省

2.1百万円

職員旅費 0.9百万円
庁費             1.2百万円（Aを含む）

実地調査、文献調査、外国調査アドバイザーによる指導・助言
等を通じて、諸外国の教育制度・事情に関する情報を収集・整理・
分析し、国際的な比較を可能とすること等によって、教育施策立案
のための基礎資料等を整備する。

株式会社明石書店（全１件）

0.5百万円

A. 庁費（随意契約（少額）） 


